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ソフトウェア開発作業等の実協調作業分析と 

協調作業に対する会議支援システムの構築に関する研究 

桑名栄二 

 

内容梗概 

 近年、個人で仕事を進めるという形態よりもチームやグループで作業を進める形態（協調作業

形態）が、どの組織を見ても一般的になりつつある。特に会議は企業における情報伝達、創造、

調整、決定を行う重要なプロセスである。また、オフィスワークの総時間の半分近くを会議に費

やすという報告もあり（石川 1986）、会議を協調的、創造的、効果的なものにすることが企業活

動の成功の鍵を握っていると言っても過言ではない。特にソフトウェア開発作業はその規模・内

容の複雑さから、グループで分担・協調し開発作業を進めることが非常に多くなっている。この

ような背景から、近年、ソフトウェア開発等の協調作業をコンピュータやコンピュータネットワ

ークで支援する技術の確立が求められている。 

協調作業の構成要素の一つはグループ（人間）であり、その支援システムの構築にあたっては、

グループの振る舞いの理解、理論の構築、システムデザインへの反映、システム評価のスパイラ

ルな繰り返しが重要であると近年言われている（Olson 1991, 1993）。これまで工学的なシステムデ

ザインの技法としては、下記に示す技法が一般的であった。 

（a）技術指向的なシステムデザイン：部品とか、基本技術が存在するのでそれを用いて新しい

システムを構築するという考え方、 

（b）直感的なシステムデザイン：直感的なアイディアや新しい機能をシステムとして実現する

という考え方、 

（c）アナロジカルなシステムデザイン：現実に存在するもの（例えば、機械的に存在するもの）

をシステム化（コンピュータ化）するという考え方、 

（d）Rational的なシステムデザイン：伝統、観察などに基づくシステムデザイン、 

しかし、近年、協調作業支援システムの開発に対しては、グループ（人間）がシステムの中心

的な役割を果たすという考え方から、グループの振る舞いや、システムとグループの関係を理解
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し、その結果やグループに関する理論をシステムデザインに反映させるという考え方が提案され

るに至っている。 

さて、チームで作業を進めることが一般的であるソフトウェア開発や意思決定作業の支援をタ

ーゲットとした研究はこれまで多くなされてきているが、 

（１）実際のグループやチームで行われたソフトウェア開発作業を対象にした実データ（例え

ば、協調的なソフトウェア開発作業に必要とされる情報や知識にはどのようなものがあ

るか等）は殆ど報告されていない、 

（２）Mantei や Olson の研究など過去数例、協調作業支援システムのデザインモデルや機能モ

デルの提案はなされているが(Mantei 1992, Olson 1992)、グループの振る舞いデータやグ

ループに関する理論を適用したシステムデザインの提案には至っていない、 

等の問題があり、グループによる協調効果を高める協調作業支援システム構築には、上述の（１）、

（２）の問題点・視点に立った新しい試みが必要とされた。 

本研究は実際の協調型ソフトウェア開発作業や意思決定作業等の分析と、その分析を通して得

られた知見及び既知のグループに関する理論等に基づく協調作業支援システムの構築に関するも

のである。具体的には、協調作業の分析として「協調型ソフトウェア設計作業で取り扱われる共

有情報に関する研究」、「意思決定作業における担当者間のコミュニケーション分析に関する研

究」、これらの協調作業の分析結果及び組織科学や社会科学などで扱われてきたグループに関する

理論を取り入れ、ソフトウェア設計会議などの協調作業で利用される電子会議室環境の開発上の

革新を成した「電子会議室環境のデザインとシステムの構築に関する研究」から成る。 

 

協調型ソフトウェア設計作業で取り扱われる共有情報に関する研究協調型ソフトウェア設計作業で取り扱われる共有情報に関する研究協調型ソフトウェア設計作業で取り扱われる共有情報に関する研究協調型ソフトウェア設計作業で取り扱われる共有情報に関する研究 

協調型ソフトウェア設計作業で取り扱われる共有情報に関する研究では、大規模な実ソフトウ

ェア開発作業（要求定義及び基本設計フェーズの会議）を対象に、設計担当者間で取り交わされ

た質問（議事録に記載された質問）の分析及び開発会議会話記録（ビデオテープ記録）の分析に

ついて示した。 

ソフトウェア要求定義及び設計作業は、技術的な側面のみならず、社会的、組織的、文化的な

背景からも影響を受ける作業である。また、その作業は主にグループで行われるために、仕様問

題、アプリケーションドメイン知識等の情報共有を目的としたコミュニケーション支援、協調作

業支援が重要である。これまでにアプリケーションドメイン知識の表現・共有、仕様問題の記述、
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記録、検索、再利用等の支援を目的とした種々の手法やツールが提案されている。例えば、ソフ

トウェア開発作業で扱われる代表的な知識・情報としては下記のものがある。 

・ソフトウェア設計判断履歴情報（Design Rationale） 

・ドメイン知識（Knowledge of application Domain） 

・ユーザシナリオ（User Scenario） 

・設計技法により生成された知識（Knowledge generated by Design methods） 

Design Rationaleは設計空間（設計問題、解決案、判断、根拠等）と設計プロセスの記述・表現

を狙いとした手法であり、その手法により生成される情報（設計問題解決の判断履歴情報（Why））

の記録・再利用を主眼としている。 

ドメイン知識ドメイン知識ドメイン知識ドメイン知識の獲得、表現の背景には、Curtis らが実際のソフトウェア開発プロジェクトの分

析を通して得た“the thin spread of application domain knowledge” がある(Curtis 1988)。協調型ソフ

トウェア開発ではこの多岐にわたるアプリケーションドメイン知識の共通理解が重要であり、

「対象とするシステムは何（what）をすることになっているのか」等を明らかにするために対象

ドメインの分析・記述技法が研究されている。 

ユーザシナリオユーザシナリオユーザシナリオユーザシナリオはアプリケーションドメイン知識の一つと見なすことも出来るが、「対象とす

るシステムをどのように（how）利用して、目的とする業務を完了させるのかに関する手順（シ

ナリオ）」に焦点を当てている点で従来のドメイン知識と異なる。Guindonや Curtisらは、システ

ム設計者と利用者間の知識や情報の共有手段としてシナリオ技法は有効であると述べている

(Guindon 1990, Curtis 1988)。 

設計技法から得られる知識設計技法から得られる知識設計技法から得られる知識設計技法から得られる知識とは、ER法、オブジェクト指向設計法、構造化設計法などの従来か

らの設計技法により生成された知識をさす。 

 さて、ソフトウェア開発支援の観点からツール開発がこれまで盛んに行われてきているが、ソ

フトウェア設計者が実際にソフトウェアを開発する場合、彼らが必要とする情報の種類について

のデータは殆ど報告されていないのが現状である。つまり、本来はツール開発の根拠となる仮説

を検証することが最優先であるにもかかわらず、テストされていない仮説を支援機能としてツー

ル化しているのが現状である。しかしながら、その仮説を実際のソフトウェア開発を例に直接検

証するということは非常に難しいことも事実である。研究室レベルでの仮説の検証はある程度は

可能ではあるが、実際のソフトウェア開発と所謂研究室レベルの実験的なソフトウェア開発を比

べた場合、その規模（プロジェクト規模、開発規模、開発期間）や問題の複雑性から、得られた
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知見・情報がどこまで有効であるかに関し多くの議論がある。そこで、本研究では、実際の協調

型ソフトウェア開発作業において、間接的ではあるが、開発者はどのような知識・情報を必要と

しているのかを計測することにした。具体的には、協調型ソフトウェア開発の上流工程を対象に、

開発者間で発せられる質問（Questions）に着目した。ここでは、協調型ソフトウェア開発会議に

おいて、ソフトウェア開発者が発する質問は、協調型開発において必要とされる知識・情報の指

標となるという仮説に基づく。 

 協調型ソフトウェア開発作業分析のデータセットとして、日米から２つの異なる実際のソフト

ウェア設計作業記録を用いた。その二つとは、① NTT での基本ソフトウェアのファイルシステ

ム開発記録（全 38 回の設計会議（約 10 ヶ月間）の議事録）、②会議会話記録として MCC

（Microelectronics and Computer Corporation）と Andersen Consultingでの設計会議記録ビデオ（全

３プロジェクト）である。協調型ソフトウェア設計作業の会議を対象に、その会議中に発せられ

た質問の分析を通して、協調型ソフトウェア設計作業において開発者間でどのような知識・情報

を必要としているのかについて、本研究では次の５つの結果を得た。 

・ソフトウェア設計判断履歴情報（why）に関する質問はさほど多くない。 

・協調型ソフトウェア開発作業分析から、上流工程全般にわたり、対象とするシステムは何

（what）をすることになっているのか（例えば、外部仕様や機能）を理解しようとする質問

が多い。要求定義工程でありながら、システムの詳細設計に関する質問（どのようにしてシ

ステムを実現するのか（how）（例えば、アルゴリズム、データ構造等）を理解しようとする

質問）も多い。 

・ユーザシナリオに関する質問は要求定義工程から基本設計工程に移るに従って減少する。 

・モジュールの機能、モジュール間インタフェースに関する質問が要求定義から基本設計工程

に従って増加する。 

・日米の異なるデータ（議事録とビデオテープ記録）から得た分析結果が非常に近い傾向を示

した。 

これらの結果から、協調型ソフトウェア開発作業（上流工程）支援として次に示す結論を導いた。 

・Understanding the problem domain: 初期の工程からユーザ参加による協調型ソフトウェア開

発がドメイン理解のために重要である。一方で、ドメイン知識としては、設計判断履歴に関

する知識・情報はさほど必要とされていない。ドメイン知識・情報共有は、要求定義工程の

みならず設計工程、さらにその後の下流工程においても必要とされる機能である。 
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・Exploring detailed design： 要求定義工程や基本設計工程のような開発の初期段階から、開発

者はシステムの実現方法や詳細設計方法を頭に描きながら作業しており、CASE ツールや電

子会議室などの開発支援環境は開発初期工程からの導入が重要である。 

・Tracking realize relations： 上流工程の会議において、「ある機能がどのように実行されるの

か」についての質問が非常に多いことから、機能実行過程を追跡・共通できるような支援機

能（Traceability）の提供が重要である。 

・Capturing and communicating user scenarios： 利用手順を想定したシナリオに関する知識を

ソフトウェア開発者間で共有するための環境やツールが重要である。 

 

意思決定作業における担当者間のコミュニケーション分析に関す意思決定作業における担当者間のコミュニケーション分析に関す意思決定作業における担当者間のコミュニケーション分析に関す意思決定作業における担当者間のコミュニケーション分析に関する研究る研究る研究る研究 

意思決定作業における担当者間のコミュニケーション分析に関する研究では、電子メールを利

用したグループ意思決定作業を対象に、コミュニケーション（電子メールによる会話）の分析と

その結果について示した。グループ作業は、同期型コミュニケーション（例えば、対面型の会議）

と非同期型コミュニケーション（例えば、電子メールやWebを介しての情報のやり取り）の二つ

のモードからなると考える。協調型ソフトウェア設計作業で取り扱われる共有情報に関する研究

で示した、上流工程を対象とした協調型ソフトウェア開発作業の分析は、主に同期型コミュニケ

ーションを主とする協調作業支援の観点からの分析であった。これに対して、非同期型の協調作

業分析の観点から、電子メールを利用したグループ意思決定コミュニケーションデータ（14人か

らなるグループで、約 2ヶ月間に取り交わされた 450通の電子メールデータ）をプロトコル分析

の手法を用いて分析した。分析を通して、共有情報の属性、共有情報の時間的な変化を明らかに

し、どのような機能が非同期型の協調作業支援に必要なのか、さらに、非同期コミュニケーショ

ンと同期コミュニケーションという二つのモードが存在する場合、協調作業支援システム構築上

配慮すべきデザイン問題について検討を行った。 

プロトコル分析では、議論空間や議論プロセスを表現する手法として提案されている Design 

Rationale 技法を拡張した分類法を用いた。具体的には、Issues（議題）、Alternatives（議題に対す

る解決策）、Criteria（解決策に対する評価意見）、Project Management（課題に直接関連しない事項

でプロジェクト管理に関係する発言）、Meeting Management（課題に直接関連しない事項で会議運

営に関係する発言）、Summary（課題、解決策、判断に対する要約的な発言）、Clarification（課題、

解決策、判断の内容に対する質問と説明）、Digression（雑談）、Goal（プロジェクトの目標に関す

る発言）、Walkthrough（課題を解決する手順に関する議論）、Others（情報の確認要求、アクショ
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ンの指示、状況報告など）の 11種類のノードを定義し、電子メールテキストを各ノード種別で分

解した。その結果、450通の電子メールは約 1400のノード（会話チャンク）に分解でき、各ノー

ドの頻度分布、時間的変化状況の分析などから、次の結果及び結論を得た。 

・Design Rationaleの語彙（Issues、Alternatives、Criteria）で表現できるチャンクは、全体の 31％

程度でしかなかった。一方、情報要求、情報提供、アクションの依頼・要求などに関するチ

ャンクが全体の 57％を占めた。つまり、一見 Design Rationale技法だけで表現できると考えら

れがちな意思決定作業を対象にしてもDesign Rationale技法だけで表現できない会話が多いと

考えられる。 

・Design Rationaleの語彙で表現できなかったチャンクは、アクティビティの要求や依頼などの

アクションに直接関係する会話（59％（全チャンクの 35％））と、自発的な状況報告など情

報提供に関する会話（35％（全チャンクの 20％））に分類できた。この結果から、ソフトウ

ェア設計や意思決定のように議論を中心としたタスクにおいて、Winogradらが指摘した会話

を管理するメカニズム（要求・依頼を管理する機構）(Winograd 1986)の他に、質問・回答や

情報提供を支援するメカニズムも重要であると考える。 

・全チャンクの 28％は他のチャンクとの間に参照関係（他の電子メールの引用など）を持った。

このチャンクの約 3 割は他のチャンクと参照関係を持つという結果から、議論を中心とした

タスクにおいては、議論の内容を参照関係や議論構造表現技法などで表現、追跡できる機能

支援が必要であると考える。 

・非同期コミュニケーションと同期コミュニケーションの関係を分析するために、電子メール

から議事録への参照関係の有無についてサンプル調査した結果、約 35％のチャンクに非同期

コミュニケーションから同期コミュニケーションへの参照関係が存在することが判明した。

この結果から、議論タスクにおいて意見として出された提案に対して、同期・非同期どちら

のコミュニケーション状態からでもコメントが付け加えられ、かつその結果は提案と連携し

て管理できるような支援機能（例えば、電子会議室と共有文書データベースの統合）の必要

性を示唆していると考える。 

 

電子会議室環境のデザインとシステムの構築に関する研究電子会議室環境のデザインとシステムの構築に関する研究電子会議室環境のデザインとシステムの構築に関する研究電子会議室環境のデザインとシステムの構築に関する研究 

電子会議室環境のデザインとシステムの構築に関する研究では、前述の実際の協調作業分析結

果やこれまでに組織科学や社会科学等で扱われてきたグループに関する理論を協調作業支援シス

テムのデザインモデル開発に適用し、実際にシステムを構築し、評価した結果について示した。 
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これまでに協調作業支援システムのデザインモデルとしてはManteiが代表的ないくつかの類似

システムの評価から、５つのデザイン次元（人間工学的デザイン、ユーザインタフェースデザイ

ン、ソフトウェア構成デザイン、ハードウェアデザイン、社会心理学的デザイン）にデザイン項

目を整理・統合しているが(Mantei 1992)、下記に示すような問題があった。 

①グループの振る舞いデータやグループに関する理論を適用したシステムデザインの提案には

至っていない。 

②必要十分なシステムデザイン次元やデザイン項目の提案及びその評価に至っていない。 

③協調作業支援機能という観点からデザイン項目が表現されていないのでシステム設計者やユ

ーザから見た場合、どのような協調作業にどのような機能が必要なのか、どのような機能が

役に立つのか等の検討に利用できない。 

このような背景から下記の三点のデータや知見を適用して、電子会議室環境デザイン、情報＆コ電子会議室環境デザイン、情報＆コ電子会議室環境デザイン、情報＆コ電子会議室環境デザイン、情報＆コ

ミュニケーションデザイン、オペレーションデザインミュニケーションデザイン、オペレーションデザインミュニケーションデザイン、オペレーションデザインミュニケーションデザイン、オペレーションデザインの三つの次元から構成される電子会議室デ

ザインモデルを開発し、具体的に考慮しなければならないデザイン項目を網羅的に明らかにした。 

① 実際の協調作業の分析結果 

② 組織科学、社会科学、人間工学等で扱われてきたグループに関する理論 

③ Manteiのモデル 

・電子会議室環境デザイン電子会議室環境デザイン電子会議室環境デザイン電子会議室環境デザインは、協調作業卓、会議環境、インテリア、メディアシームレス環境

のデザインから構成される。協調作業卓デザインとは、各会議参加者がコンピュータによる

会議プロセスの支援を受けられるようにするためのデザインであり、組織科学（例えば、リ

ービットの組織構造と、タスク効率／人間のモラールの関係に関する研究(山田 1991)）や社

会科学（例えば、Hallのプロクセミックス(Hall 1966)）の結果を電子会議室の協調作業卓デザ

インに適用した。会議環境デザインとインテリアデザインは人間工学的な側面からのデザイ

ン項目であり、照明、空調設備、音響設備、リラクゼーション空間、カラーイメージスケー

ルの適用などを含む。メディアシームレスデザインでは、ホワイトボードなどの伝統的な会

議支援ツールと電子ツールの融合デザインを取り扱う。 

・情報＆コミュニケーションデザイン情報＆コミュニケーションデザイン情報＆コミュニケーションデザイン情報＆コミュニケーションデザインは、情報の共有、蓄積、検索の支援機能デザイン、会議

参加者の個人作業空間と協調作業空間の間の連続性保証、遠隔地とのコミュニケーション支

援機能デザイン等から成る。例えば、情報共有方式デザインに関しては、共有ウインドウや

共有エディタなどのアプリケーションソフトウェアとコンピュータネットワークだけで情報
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を共有する方式が一般的であるが、実際の協調作業ではコンピュータ情報以外に遠隔地から

の TV 会議映像やビデオ映像などの混在も予測される。そこで、映像信号制御装置と共有ウ

インドウなどの併用による情報共有方式デザインを考案した。また、前述の実際の協調作業

の分析から得た要求条件（例えば、非同期・同期モード間のシームレス環境）の実現のため

に、電子会議室と企業内情報システムとのインタフェースデザインも必要であり、これは情

報＆コミュニケーションデザイン項目として扱った。 

・オペレーションデザインオペレーションデザインオペレーションデザインオペレーションデザインは、電子会議室内の情報処理機器、映像機器、TV会議装置、環境機

器（空調、照明等）のオペレーションデザイン、維持管理デザインを含む。特にオペレーシ

ョンデザインでは、会議の議長（Facilitator）と各会議参加者の役割、座席位置等を考慮した

デザインが要求される。 

本研究では、協調作業支援を目的とした電子会議室環境のデザイン項目、実現方式、システム

の有効性を検証するめに実験システム（NTT 幕張ビルに標準型（最大 16 名まで利用可能）を１

セット、NTT研究所に標準型と小型システム（最大 5名まで利用可能）を各１セット、簡易型（標

準型の廉価版）を１セット、合計４セット）を構築し、実際のソフトウェア開発作業を含む協調

作業に適用した。 

評価は、本システムを用いて何らかの協調作業をしたことのある技術者（サンプル数 17、本シ

ステムの開発担当者を除く）を対象に 98項目からなる調査を実施し分析した。調査では、７段階

からなる評定尺度を用いて因子分析を行った。その結果、６つの因子（①システムの総合的な印

象、②コミュニケーションへの効果、③システムの使い勝手、④参加したグループ特性、⑤共有

情報の提示方法、⑥協調タスクの結果）により説明が可能であることが判明し、個々の因子につ

いて結果を考察した。システム全体の印象及び使い勝手は良好であり、環境デザイン、オペレー

ションデザインについて、電子会議室デザインモデルの各項目の有効性がある程度示されたと判

断したが、情報＆コミュニケーション支援の効果については結論を導き出すに至っていない。 

 

まとめまとめまとめまとめ 

協調作業の構成要素の一つはグループ（人間）であり、その支援システムの構築にあたっては、

グループの振る舞いの理解、理論の構築、システムデザインへの反映、システム評価の繰り返し

が重要となってきている。本研究では、ソフトウェア開発において行われる会議等の協調作業を

支援するプロトタイプやツールを構築すること、それらを試験的に使うことは非常に重要ではあ

るが、それにも増して「実際の開発作業経験に基づく提案、実際の開発作業の実測や分析に基づ実際の開発作業経験に基づく提案、実際の開発作業の実測や分析に基づ実際の開発作業経験に基づく提案、実際の開発作業の実測や分析に基づ実際の開発作業経験に基づく提案、実際の開発作業の実測や分析に基づ
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く提案が、協調型ソフトウェア開発支援に最も効果的ではないかく提案が、協調型ソフトウェア開発支援に最も効果的ではないかく提案が、協調型ソフトウェア開発支援に最も効果的ではないかく提案が、協調型ソフトウェア開発支援に最も効果的ではないか」、つまり、「協調型ソフトウェ協調型ソフトウェ協調型ソフトウェ協調型ソフトウェ

ア開発の経験的な研究ア開発の経験的な研究ア開発の経験的な研究ア開発の経験的な研究」が具体的な協調作業支援システムの開発を綿密に補間できると考え、下

記の研究結果を示した。 

①実際のソフトウェア設計や意思決定等の協調作業の分析を通して、グループ間でどのような

共有情報を必要としているのか、どのような支援機能が必要なのかを示した。 

②電子会議室に関する関連研究成果や電子会議室のプロトタイプシステムの構築経験をベース

に電子会議室のデザインにおいて考慮しなければならないデザイン項目を明らかにした。ま

た、①の結果や、組織科学、社会科学等の分野で明らかになっているグループに関する理論

を指針としてデザイン項目に適用し、その実際のシステムを構築・評価した結果を示した。 

①、②により、「協調作業支援環境の効果的な構築には、グループの振る舞いやシステムとグルー

プの関係を理解し、グループに関する理論を適用し、評価し、システムデザインに反映させると

いう考え方が重要である」とあらためて確認したと考える。 

 

キーワード：キーワード：キーワード：キーワード： 

  協調型ソフトウェア開発（Software development by group）、要求定義技術（Requirements 

Engineering）、設計（Design）、ドメイン知識（Knowledge of application Domain）、シナリオ

（Scenario of Use）、ソフトウェア設計履歴情報利用技術（Design Rationale）、協調作業プロ

セス（Collaboration Process）、非同期・同期コミュニケーション（Asynchronous/ Synchronous 

Communication）、グループウェア（Groupware）、CSCW（Computer-Supported Cooperative 

Work）、電子会議室（Computer-Supported Meeting Environment） 
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